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「気候変動に関する国際連合枠組条約（United Nations Framework Convention on Climate
 
Change,UNFCCC）」が作成され，この温暖化をはじめとする地球環境問題を討議した同年６月の




の京都議定書（Kyoto Protocol to United Nations Framework Convention on Climate Change）」
を採択したほか，2012年までに18回開かれている。また，「環境と開発に関する国際連合会議」を
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Ⅲ－1図 制度会計と情報会計との関係⑴




















管 理 会 計 環境管理会計
非制度財務会計
会計基準など
税 務 会 計
証券取引法会計
環境財務会計
商 法 会 計
財 務 会 計
制 度 会 計
情 報 会 計＝
非制度会計
Ⅲ－4図 実質的な環境会計を組み込んだ制度会計と情報会計との関係
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開示数 12 40 87(86웬)










企業数 51웬 16 6 5 9
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出所：United Nations Division for Sustainable Development(UNDSD),Environmental Management Accounting:



























































































































出所：Burritt,R.L.,T.Hahn and S.Schaltegger,‘Towards a Comprehensive Framework for Environmental Management Accounting.Links Between Business Actors and Environmental Management Accounting Tools’,Australian Accounting Review,12(2),2002,p.42.


























































出所：Reich,M.C.,‘Economic Assessment of Municipal Waste Management Systems-
Case Studies Using a Combination of Life Cycle Assessment(LCA)and Life Cycle Costing(LCC)’,Journal of  Cleaner Production,13,2005.
Ⅳ－3図 意思決定プロセスを支援するツールとしてのLCA，LCCA，財務
的LCC，および環境的LCCの利用
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Ⅴ 結
本稿は，環境会計研究の出発点として，そのフレームワークの整理を試みたものである。筆者は，
かねてからHP調査を通じて環境財務会計については考察してきた웏월。その結論としては，環境財務
会計のフレームワークは制度化によって確立されるということであり，現在任意適用にすぎないガ
イドラインを強制力をもつ基準に昇格させることが現実的手段であると思われるが，法制度化に困
難をともなうことは，監督省庁である環境省の権能や，各国の制度化の現状をみても明らかであろ
う。
また，環境管理会計については，手法（技法）別に体系化することによって，フレームワークを
確立しようとしてきたが，環境管理会計の手法が拡大しつつある現状ではこのような体系化には限
界があると思われる。そもそも，かつての管理会計の「技法別体系論」は「元来，財務会計に対し
て管理会計を強調し，明確に対比しようという企みによってなされたものであるにもかかわらず，
この方法によっては，財務会計と管理会計との相違点を明確化することは困難である」웏웋という欠点
が指摘され，「計算技法的観点は，他の分類基準による体系付けにあたって補完的な役割を果たす」웏워
ものにすぎないというのが，現在の一般的な見解である。現在の環境管理会計体系論は，かつての
「技法別体系論」と同様，新しい領域である環境管理会計と伝統的な管理会計との相違を技法の相
違によって強調し，環境管理会計の認知をはかり，新しい会計研究領域としての地位を確立するこ
とにその狙いがあるといえよう。したがって，上に述べたような，かつての「技法別体系論」と同
様の批判を受ける可能性もあるが，しかし，溝口氏が「といっても，会計の本質には，技法として
の側面があることは確かであるから，これを軽視することはできない」웏웍と指摘するように，新しい
領域である環境管理会計にとって，手法（技法）別から体系化をはじめることは妥当性があると思
われる。この点で，将来の環境管理会計の体系論の展開のためにも，環境管理会計で取り扱われる
技法の個別的でオペレーショナルな考察を行なうことが必要なことといえるであろう。
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